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証券コード 1847
2022年６月６日

株 主 各 位
東京都港区芝浦一丁目１番１号

代表取締役社長 長谷川 博之

第96回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第96回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
なお、当日のご出席に代えて、次のいずれかの方法により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、議決権を事前にご行使くださいま
すようお願い申し上げます。
【書面の郵送による議決権行使の場合】
４頁の「郵送による議決権行使」をご参照のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する

賛否をご表示いただき、2022年６月27日（月曜日）午後６時までに到着するようご返送くだ
さい。

【電磁的方法（インターネット）による議決権行使の場合】
５頁の「インターネットによる議決権行使」をご参照のうえ、2022年６月27日（月曜日）

午後６時までに議決権をご行使ください。
敬 具

記

１．日 時 2022年６月28日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時）

２．場 所 東京都港区芝公園一丁目５番10号
芝パークホテル ２階 「ローズ」
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)
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３．目的事項
報告事項 第96期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告

及び計算書類の内容報告の件
決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

４．議決権行使に関する決定事項
（１）議決権行使書用紙の郵送による議決権行使において、議案に対する賛否の

表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていた
だきます。

（２）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インタ
ーネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきます。

（３）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、行使期
限内に最後に行使された内容を有効とさせていただきます。また、パソコ
ンまたはスマートフォン等で重複して議決権を行使された場合も、行使期
限内に最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
＜株主様へのご連絡＞
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください
ますようお願い申し上げます。
◎本招集ご通知に添付すべき書類のうち、事業報告の「会社の体制及び方針」、計算書類の「株主資本等変
動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（http://www.ichiken.co.jp）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添
付書類には記載しておりません。したがって、本招集ご通知に記載されている計算書類は、会計監査人及
び監査等委員会がそれぞれの監査報告書の作成に際して監査した計算書類の一部であります。
◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類の記載事項に修正が生じた場合には、修正内容をインターネッ
ト上の当社ウェブサイト（http://www.ichiken.co.jp）に掲載させていただきます。

＜新型コロナウイルスの感染拡大防止対策へのご協力のお願い＞
◎当日のご出席を検討されている株主様におかれましては、新型コロナウイルスの感染拡大状況をご確認の
うえ、ご出席のご判断をお願い申し上げます。
◎株主様には可能な限り書面（議決権行使書用紙）または電磁的方法（インターネット）による議決権の事
前行使をお願いいたします。詳細につきましては4頁及び5頁をご参照ください。
◎当日ご出席される株主様におかれましては、マスクをご持参、ご着用のうえ、検温及びアルコール消毒の
実施にご協力をお願いいたします。
◎発熱等の体調不良がみられる場合や、マスクの着用を含む感染拡大防止対策へのご協力を得られない場合
は、ご入場をお控えいただくことがございますので、あらかじめご了承ください。
◎株主総会会場の座席間隔を広く確保するため、十分な座席数を確保できず、ご入場いただけない場合がご
ざいますので、あらかじめご了承ください。
◎株主総会に出席する役員及び運営スタッフは、検温含め体調を確認のうえ、マスク着用にて応対させてい
ただきます。
◎株主総会当日までの感染拡大の状況等により、上記の対応を含む株主総会の運営に大きな変更が生じた場
合には、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.ichiken.co.jp）にてお知らせいたします。

オンデマンド配信のご案内
株主総会当日にご出席されない株主様のために、後日、株主総会当日の模様の一
部を当社ウェブサイト（http://www.ichiken.co.jp）にてオンデマンド配信す
ることを予定しております。
2022年７月上旬の配信を予定しておりますので、是非ご覧ください。
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議決権行使についてのご案内

後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、以下のご案内に従って議決権をご行使くださいます
ようお願い申し上げます。

株主総会への出席による議決権行使
同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください。

日 時 2022年６月28日（火曜日）
午前10時（受付開始 午前９時）

場 所 東京都港区芝公園一丁目５番10号
芝パークホテル ２階 「ローズ」

郵送による議決権行使
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入いただき、切
手を貼らずにご投函ください。ご捺印は不要です。

行使期限 2022年６月27日（月曜日）
午後６時到着分まで
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インターネットによる議決権行使
パソコンまたはスマートフォン等から以下の議決権行使ウェブサイ
トにアクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載の「お願い」をご
確認のうえ、「ログインID」及び「仮パスワード」をご入力いただ
き、画面の案内に従って賛否をご入力ください。
なお、スマートフォン等をご利用の場合には、議決権行使書用紙に
記載の「ログイン用QRコード」を読み取ることで、議決権行使ウ
ェブサイトに自動的に接続し、議決権行使を行うことが可能です。
ただし、QRコードを用いた議決権行使は１回に限り可能です。再
行使される場合は、前段の「ログインID」及び「仮パスワード」を
ご入力いただく方法で議決権行使を行ってください。
行使期限
2022年６月27日（月曜日）午後６時まで

議決権行使ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/
※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
１．インターネットによる議決権行使に関するご注意
（１）株主様以外の第三者による不正アクセス（いわゆる “なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止

するため、ご利用の株主様には、議決権行使ウェブサイト上で「仮パスワード」から「本パスワード」
への変更をお願いすることになりますのでご了承ください。

（２）株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたします。
２．議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用について

議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様の
ご負担となります。

３．インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ先
インターネットによる議決権の行使に関し、ご不明な点がございましたら次のヘルプデスクにお問い合わ
せください。

お問い合わせ先
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

・電話 0120-173-027（受付時間 9:00～21:00、通話料無料）

機関投資家の皆様へ
議決権行使の方法として、株式会社ＩＣＪが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」
をご利用いただけます。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、事業の成長・拡大及び財務基盤の安定化による企業価値の向上と、株主様への直
接的な利益還元である配当の安定的な実施に重点を置き、利益の配分に関しては、今後の成
長・拡大に備えた内部留保の充実を考慮して決定することを株主還元の基本方針としており
ます。
具体的には、中期経営計画（2020年度～2022年度）において、事業基盤確立のための
積極的な投資を進めるとともに、株主様に対して安定的な利益還元を行い、投資と配当の両
立を目指すこととしており、配当性向20％以上の株主還元を実現することを目標としてお
ります。
当期の期末剰余金の配当につきましては、上記の基本方針及び当期の業績を勘案し、次の

とおりとさせていただきたいと存じます。

（１）配当財産の種類
金銭

（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき100円
総額725,774,900円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
2022年６月29日
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第２号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規
定する株主総会資料の電子提供制度に係る改正規定が2022年９月１日に施行されま
すので、これに備えるため、次のとおり当社定款を変更するものであります。

（１）株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をとる旨の規定の
新設（変更案第18条第１項）

（２）書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を限定するための
規定の新設（変更案第18条第２項）

（３）株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定の削除（現行定款
第18条）

（４）上記の新設・削除に伴う効力発生日等に関する附則の新設（変更案附則第３項か
ら第５項）

２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更部分であります。）
現行定款 変更案

第１条～第17条 ＜条文の省略＞ 第１条～第17条 ＜現行どおり＞

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし
提供）
第18条 ＜削除＞

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参
考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類
に記載または表示をすべき事項に係る情報を、法
務省令に定めるところに従いインターネットを利
用する方法で開示することにより、株主に対して
提供したものとみなすことができる。
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現行定款 変更案
（電子提供措置等）

＜新設＞ 第18条
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参

考書類等の内容である情報について、電子提供措
置をとるものとする。

２． 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務
省令で定めるものの全部または一部について、議
決権の基準日までに書面交付請求した株主に対し
て交付する書面に記載しないことができる。

第19条～第43条 ＜条文の省略＞ 第19条～第43条 ＜現行どおり＞

附 則 附 則
１．～ ２． ＜条文の省略＞ １．～ ２． ＜現行どおり＞

＜新設＞ ３． 変更前定款第18条（株主総会参考書類等のイ
ンターネット開示とみなし提供）の削除および変
更後定款第18条（電子提供措置等）の新設は、
会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第
70号）附則第１条ただし書きに規定する改正規
定の施行の日である2022年９月１日（以下「施
行日」という）から効力を生ずるものとする。

４． 前項の規定にかかわらず、施行日から６か月以
内の日を株主総会の日とする株主総会について
は、変更前定款第18条はなお効力を有する。

５． 前２項の規定は、施行日から６か月を経過した
日または前項の株主総会の日から３か月を経過し
た日のいずれか遅い日後に本項を含めこれを削除
する。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
2022年３月31日付をもって取締役 藤田進氏が辞任され、また本総会終結の時をもちま
して取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）６名が任期満
了となりますので、あらためて取締役７名の選任をお願いするものであります。
なお、取締役候補者の選定は、15頁及び16頁に記載の「取締役候補者の選定の方針と手
続の概要」に準拠して行われ、指名・報酬委員会からの妥当である旨の答申を受けて、取締
役会において決定したものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

【参考】候補者一覧
候補者
番号 氏 名 生 年 月 日

（年 齢） 現在の当社における地位及び担当 取締役会出席状況
(出席率)

１ 再任 長谷
は せ
川
がわ
博
ひろ
之
ゆき 1960年２月４日

（62歳）
代表取締役社長
社長執行役員

1６回／１６回
（100％）

２ 再任 湯ノ
ゆ の
口
くち
智
とも
治
はる 1957年12月16日

（64歳）
取締役 常務執行役員
技術本部長

1６回／１６回
（100％）

３ 再任 磯
いそ
野
の
慶
けい
治
じ 1961年５月18日

（61歳）
取締役 常務執行役員
事業本部長

1３回／１３回
（100％）

４ 再任 小
こ
谷
たに
実
み
弦
つる 1964年４月６日

（58歳）
取締役 執行役員
管理本部長

1３回／１３回
（100％）

５
再任
社外
独立

武
たけ
内
うち
秀
ひで
明
あき 1959年５月11日

（63歳） 社外取締役 1６回／１６回
（100％）

６
再任
社外
独立

伊知
い ち
地
じ
俊
しゅん

人
じ 1963年７月29日

（58歳） 社外取締役 1６回／１６回
（100％）

７ 新任
社外 久保

く ぼ た
田 裕

ひろ
丈
たけ 1971年４月３日

（51歳） － －
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１ 長谷
は せ

川
がわ

博
ひろ

之
ゆき

（1960年２月４日生） 再任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社の株式の数

7,400株

取締役会出席状況(出席率)

1６回／１６回
（100％）

1982年４月 当社入社
2001年６月 当社取締役関西支店長代行
2002年６月 当社取締役関西統括兼神戸本店長
2005年４月 当社常務取締役関西統括兼神戸本店長
2007年４月 当社取締役常務執行役員事業統括本部副本部長兼関東統括
2011年４月 当社取締役常務執行役員東京支店長
2014年６月 当社取締役専務執行役員営業推進本部長
2015年６月 当社代表取締役社長社長執行役員（現任）

取締役候補者とした理由
当社において長年にわたり取締役として各支店を統括する責任者等を歴任し、2015
年６月から代表取締役社長を務めており、当社の業務全般に関する幅広い知識・経
験のほか、事業経営に関する高い知見と実績を有することから、重要な業務執行の
決定及び取締役の職務執行の監督に適任であると判断し、取締役候補者としたもの
であります。

２ 湯ノ
ゆ の

口
くち

智
とも

治
はる

（1957年12月16日生） 再任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社の株式の数

2,000株

取締役会出席状況(出席率)

1６回／１６回
（100％）

2003年７月 当社入社
2006年１月 当社福岡支店長
2008年４月 当社執行役員福岡支店長
2013年６月 当社常務執行役員福岡支店長
2016年４月 当社常務執行役員関西支店長
2019年４月 当社常務執行役員事業本部長代行
2019年６月 当社取締役常務執行役員事業本部長
2021年６月 当社取締役常務執行役員技術本部長（現任）

取締役候補者とした理由
当社において2006年１月から福岡支店長等を歴任し、支店業務全般に関する豊富な
知識・経験のほか、営業戦略及び施工技術の両面に関する高い知見を有することか
ら、重要な業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督に適任であると判断し、取
締役候補者としたものであります。
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３ 磯
いそ

野
の

慶
けい

治
じ

（1961年５月18日生） 再任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社の株式の数

3,500株

取締役会出席状況(出席率)

1３回／１３回
（100％）

1989年３月 株式会社ダイエーハウジング入社
1991年９月 当社入社
2005年４月 当社東京支店営業二部長
2013年４月 当社東京支店副支店長
2013年６月 当社執行役員東京支店副支店長
2016年４月 当社執行役員福岡支店長
2019年４月 当社執行役員関西支店長
2019年６月 当社常務執行役員関西支店長
2021年４月 当社常務執行役員事業本部長代行
2021年６月 当社取締役常務執行役員事業本部長（現任）

取締役候補者とした理由
当社において長年にわたり支店業務に携わり、福岡支店長等を歴任しており、支店
業務全般に関する豊富な知識・経験及び実績のほか、特に営業戦略に関する高い知
見を有することから、重要な業務執行の決定及び取締役の職務遂行の監督に適任で
あると判断し、取締役候補者としたものであります。

４ 小
こ

谷
たに

実
み

弦
つる

（1964年４月６日生） 再任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社の株式の数

1,900株

取締役会出席状況(出席率)

1３回／１３回
（100％）

1988年４月 当社入社
2007年４月 当社事業統括本部管理部(東京駐在)部長
2008年４月 当社事業統括本部管理部長
2011年４月 当社東京支店管理部長
2013年10月 当社管理本部業務管理部長
2015年６月 当社事業本部部長兼業務管理部長
2017年４月 当社管理本部副本部長
2019年６月 当社執行役員管理本部副本部長
2021年６月 当社取締役執行役員管理本部長（現任）

取締役候補者とした理由
当社において長年にわたり管理部門の部門長を歴任し、財務及び会計に関する豊富
な知識・経験及び実績のほか、管理部門全般に関する高い知見を有することから、
重要な業務執行の決定及び取締役の職務遂行の監督に適任であると判断し、取締役
候補者としたものであります。
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５ 武
たけ

内
うち

秀
ひで

明
あき

（1959年５月11日生） 再任 社外 独立

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社の株式の数

－ 株

取締役会出席状況(出席率)

1６回／１６回
（100％）

在任年数

７年

1984年４月 日揮株式会社入社
1994年４月 東京弁護士会登録 清水直法律事務所入所
2001年10月 松井・武内法律事務所開設 同パートナー
2005年８月 武内法律事務所開設 同所長弁護士（現任）
2012年９月 メディアスホールディングス株式会社社外監査役（現任）
2015年６月 当社社外取締役（現任）
2020年８月 株式会社ジールコミュニケーションズ社外監査役（現任）

（重要な兼職の状況）
武内法律事務所所長弁護士
メディアスホールディングス株式会社社外監査役
株式会社ジールコミュニケーションズ社外監査役

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割等の概要
過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に関与されたことはありませんが、
法律の専門家としての豊富な経験と高い見識を当社の経営に活かしていただくため、
社外取締役候補者としたものであります。なお、選任後は法律の専門家としての知
見を活かし、主に法的な観点からの助言や意見表明により、取締役会の意思決定機
能の向上にご尽力いただくことを期待しております。
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６ 伊知
い ち

地
じ

俊
しゅん

人
じ

（1963年７月29日生） 再任 社外 独立

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社の株式の数

－ 株

取締役会出席状況(出席率)

1６回／１６回
（100％）

在任年数

５年

1988年２月 東急不動産地域サービス株式会社(現東急リバブル㈱)入社
1989年２月 株式会社タケツーエステート入社
1993年10月 ウィル不動産販売(現㈱ウィル)創業
1993年11月 アサヒハウス株式会社取締役
1995年６月 株式会社ウィル不動産販売(現㈱ウィル)設立同社代表取締役社長
2008年１月 株式会社リノウエスト取締役（現任）
2008年１月 株式会社ウィルフィナンシャルコミュニケーションズ取締役
2011年３月 株式会社ウィル空間デザイン代表取締役
2013年11月 株式会社遊取締役
2014年４月 株式会社ウィル取締役会長（現任）
2014年７月 株式会社ウィルスタジオ取締役
2017年６月 当社社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社ウィル取締役会長

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割等の概要
他社における会社経営の経験のほか、不動産関連の実務に関する長い経験と高い見
識を当社の経営に活かしていただくため、社外取締役候補者としたものであります。
なお、選任後は、経営経験者としての専門的な知見を活かし、主に経営的な目線か
らの経営計画の策定等に関する助言や意見表明により、取締役会の意思決定機能の
向上にご尽力いただくことを期待しております。
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７ 久保
く ぼ た

田 裕
ひろ

丈
たけ

（1971年４月３日生） 新任 社外

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社の株式の数

－ 株
2008年５月 株式会社マルハン入社 建設部建設課
2017年７月 同社開発本部開発部西日本開発課
2021年４月 同社西日本カンパニー開発本部建設購買部部長（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社マルハン西日本カンパニー開発本部建設購買部部長

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割等の概要
過去に会社経営に関与されたことはありませんが、長年にわたる商業店舗の開発業
務に携わられた豊富な知識と経験を当社の経営に活かしていただくため、社外取締
役候補者としたものであります。なお、選任後はその専門的な知見を活かし、主に
商業施設の建設事業に係る専門的な目線からの経営計画の策定等に関する助言や意
見表明により、取締役会の意思決定機能の向上にご尽力いただくことを期待してお
ります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）1．各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

2．武内秀明氏、伊知地俊人氏及び久保田裕丈氏は、いずれも社外取締役候補者であります。
3．当社は、武内秀明氏及び伊知地俊人氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を金300万円と会社法第425条第１項に定める額のいずれか高い額に限定する
契約を締結しております。両氏が社外取締役に再任された場合及び久保田裕丈氏が新たに選任された
場合には、当社は各氏との間で当該契約と同一の内容の契約をあらためて締結する予定であります。

4．当社は、当社が定めた社外役員の独立性判断基準（17頁及び18頁を参照）を充足する武内秀明氏及び
伊知地俊人氏を独立役員として指定し、東京証券取引所に届け出ており、両氏が社外取締役に再任さ
れた場合には、引き続き両氏を独立役員として指定する予定であります。

5．当社は、保険会社との間で役員及び執行役員の全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結
しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受け
ることによって生ずることのある損害賠償金や争訟費用等を、当該保険契約により塡補することとし
ております。ただし、被保険者の故意または重大な過失に起因する損害等については塡補の対象外と
しております。なお、当該保険契約の保険料は当社が全額負担しております。各取締役候補者が取締
役に就任した場合には、当該保険契約の被保険者とし、任期途中に当該保険契約を同内容にて更新す
る予定であります。
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ご 参 考

１．取締役候補者の選定の方針と手続の概要
当社は、取締役及び執行役員の指名・報酬等に関する手続きの公平性・透明性・客観性
等を強化することを通じてコーポレートガバナンス体制をより一層充実させることを目
的に、取締役会の諮問機関として、指名・報酬委員会を設置しております。
指名・報酬委員会の委員の員数は３名以上とし、そのうち半数以上は後記の社外役員の
独立性判断基準を充足する社外取締役により構成することとしております。
指名・報酬委員会は、取締役候補者（監査等委員である取締役を含む）の選定に際し、
次の事項を勘案し審議のうえ、取締役会に答申を行います。
（１）取締役（監査等委員を除く）の員数は９名以内、取締役（監査等委員）は４名以内

とし、取締役会における意思決定の透明性及び公正性を確保するため、取締役（監
査等委員を除く）のうち最低３名、取締役（監査等委員）の過半数を社外取締役と
することを基本的な考えとします。

（２）社外取締役（監査等委員を除く）のうち最低２名、社外取締役（監査等委員）のう
ち最低２名は、一般株主と利益相反を生じるおそれのない独立役員とし、取締役会
の員数の総員の３分の１以上を独立社外取締役とします。

（３）取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性を確保するため、取締
役に求める知識・経験を一覧化した次頁の「スキル・マトリックス」を踏まえ、次
の事項を勘案して取締役候補者を選定します。
① 業務執行取締役候補者の選定について

誠実な人格、業務執行取締役として管掌部門の業務に精通した知識、他の役
職員とのコミュニケーション能力、法令及び企業倫理の遵守に徹する見識等
を有すること並びに当社の事業活動を通じて当社の企業価値向上に資する人
物であること。

② 社外取締役（監査等委員を除く）候補者の選定について
誠実な人格、当社取締役会に多様な視点を取り入れる観点からの他社におけ
る豊富な経営経験もしくは法務、財務及び会計等に関する専門的な知識等の
広範な経験や知識を有し、当該経験や知識から適切な意見表明や指導・監督
を行う能力を有すること。
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③ 取締役（監査等委員）候補者の選定について
誠実な人格、法令及び企業倫理の遵守に徹する見識等を有し、中立的かつ客
観的な視点から取締役（監査等委員を除く）の職務執行を監査し、法令また
は定款違反を未然に防止するとともに、当社の健全な経営と社会的信用の維
持向上に資する人物であること。

④ 社外取締役（監査等委員）候補者の選定について
誠実な人格、他社における豊富な経営経験もしくは法務、財務、会計等に関
する専門的な知識等に基づく企業倫理の遵守に徹する見識等を有し、中立的
かつ客観的な視点から取締役（監査等委員を除く）の職務執行を監査する能
力を有していること。

２．取締役のスキル・マトリックス
【スキル・マトリックス】

氏名 地位
求める知識及び経験

企業経営
業界に関する知見

財務・会計 法務・コンプラ
イアンス技術 営業

【取締役】
長谷川 博 之 代表取締役社長 ● ● ●
湯ノ口 智 治 取締役 常務執行役員 ● ● ●
磯 野 慶 治 取締役 常務執行役員 ● ●
小 谷 実 弦 取締役 執行役員 ● ● ●
武 内 秀 明 社外取締役（独立） ●
伊知地 俊 人 社外取締役（独立) ●
久保田 裕 丈 社外取締役 ●
【取締役(監査等委員)】
湯 浅 史 朗 取締役 ●
初 瀬 貴 社外取締役（独立) ● ●
井 上 明 子 社外取締役（独立) ●
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３．社外役員の独立性判断基準
当社は、社外取締役の独立性に関する考え方を明確にするため、以下のとおり「社外役
員の独立性判断基準」を定めております。
社外役員が、次の各号のいずれにも該当しない場合、当該社外役員は当社からの独立
性を有し、一般株主と利益相反が生じるおそれがないものと判断します。
（１）現在及び過去に一度でも、当社または当社子会社の取締役、執行役員その他これ

らに準じる者及び使用人となったことがある者
（２）当社を主要な取引先とする者（当社の取引先であって、直近事業年度における当

社の当該取引先への支払額が、その者の直近事業年度に係る年間収入の２％相当
額を超える者）またはその業務執行者（業務執行取締役、執行役、執行役員その
他これらに準じる者及び使用人。以下同じ）

（３）当社の主要な取引先（直近事業年度における当社の年間売上高の２％相当額を超
える額を当社に対して支払った者）またはその業務執行者

（４）当社の主要な借入先（直近事業年度に係る事業報告において主要な借入先として
記載されている者）またはその業務執行者

（５）当社から、役員報酬以外に、直近事業年度において年間1,000万円を超える金銭
その他の財産上の利益を得ているコンサルタント、公認会計士、税理士、弁護士、
司法書士、弁理士等（ただし、当該財産上の利益を得ている者が法人、組合等の
団体である場合は、直近事業年度において当該団体の年間収入の２％相当額を超
える額の財産上の利益を当社から得ている場合に限り、当該団体に所属している
者）

（６）当社の会計監査人である監査法人の社員等として当社の監査業務を担当する者
（７）当社から、直近事業年度において年間1,000万円を超える額の寄付を受けている

者（ただし、当該寄付を受けている者が法人、組合等の団体である場合は、その
団体に所属している者）

（８）社外役員の相互就任の関係にある他の会社の業務執行者
（９）当社の大株主（直近事業年度の末日において自己または他人の名義をもって総株

主の議決権の10％以上を保有する者）またはその業務執行者
（10）当社が総株主の議決権の10％以上を保有する者の業務執行者



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

― 18 ―

（11）過去３年間のいずれかの時点において、上記（２）ないし（10）までのいずれか
に掲げる法人等の業務執行者であった者

（12）上記（１）ないし（11）までのいずれかに掲げる者（ただし、重要な者に限る）
の配偶者または二親等以内の親族

（13）前各号に定める事項のほか、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在す
ると認められる者

以 上
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〔添付書類〕
事 業 報 告
（自至 2021

2022
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

１．会社の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当期におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けるなか、各種政
策による効果などから、持ち直しの動きも見られましたが、ウクライナ情勢によって生
じる地政学的リスクの懸念等もあり、依然として先行き不透明な状況が続いておりま
す。
建設業界におきましても、新型コロナウイルス感染症等による景気の見通しが不透明
な状況のなか、受注競争の激化に加え、技能労働者不足による労務費の高騰及び建設資
材価格の上昇など、引き続き厳しい経営環境が続いております。
このような状況のなか、当社は、感染症予防・拡大防止対策の取り組みを継続し、事
業活動を行ってまいりました。従前から培ってきたコア事業である「商業施設」建築の
ノウハウや企画・提案力を生かし、店舗等の新築・内装・リニューアル工事の建設需要
に対して積極的な受注活動を行い、また、マンション、物流施設、医療・福祉施設等、
幅広い民間事業者の建設需要にも取り組んでまいりました。
この結果、当期の業績につきましては、受注高は前期比10.6％増の939億６千９百
万円となりました。売上高は前期比5.5％減の837億７千６百万円となり、その内訳
は、建設事業が前期比5.3％減の833億１千６百万円、不動産事業が前期比32.6％減の
４億５千９百万円であります。次期への繰越工事高は前期比14.5％増の841億６千９
百万円となりました。
損益につきましては、完成工事高の減少などにより完成工事総利益が減少したため、

営業利益は前期比1.8％減の46億７千４百万円、経常利益は前期比0.8％減の46億３千
６百万円となりました。また、投資有価証券売却益１億２千５百万円を特別利益に、減
損損失５億４千４百万円を特別損失に計上したことなどにより、当期純利益は前期比
5.6％減の29億８千５百万円となりました。なお、「収益認識に関する会計基準」（企業
会計基準第29号 2020年３月31日）等の適用により、売上高、売上原価ともに７百
万円減少しておりますので、営業利益、経常利益に与える影響はありません。
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部門別の受注高・売上高・繰越高
（単位：百万円）

区 分 前 期 繰 越 高 当 期 受 注 高 当 期 売 上 高 次 期 繰 越 高

建
設
事
業

建 築 工 事 73,516 93,969 83,316 84,169

土 木 工 事 － － － －

計 73,516 93,969 83,316 84,169

不 動 産 事 業 － － 459 －

合 計 73,516 93,969 83,776 84,169

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（2）資金調達の状況
特記すべき新たな資金調達はありません。

（3）設備投資の状況
当期における重要な設備投資はありません。
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（4）対処すべき課題
今後の事業環境につきましては、新型コロナウイルス感染症の収束時期がいまだ見通
せず、ウクライナ情勢によって生じるエネルギーコストや原材料費の高騰懸念等もある
なか、更に建設業界におきましては、受注競争の激化に加え、労務費の高騰及び建設資
材価格の上昇により、引き続き厳しい経営環境が続くことが予想されます。
このような事業環境認識のもと、当社は、中核となる建設事業の基本戦略として「差
別化・優位性の確立」を掲げ、2023年３月期を最終年度とする中期経営計画を策定い
たしました。最終年度（2023年３月期）の経営目標である売上高900億円、営業利益
44億４千万円、経常利益43億４千万円、配当性向20％以上、ＲＯＥ（自己資本利益
率）10％以上の達成を目指し、以下のような重点施策に引き続き取り組んでまいりま
す。

① 技術提案力の強化
・ＳＤＧｓのテーマと事業活動を紐づけ省エネ等の社会課題の解決とリンクさ
せた事業展開を模索し社会ニーズを取り込んだ営業提案力を強化してまいり
ます。
・社会から信頼される品質・安全の提供及び環境への配慮に取り組むとともに、
産学連携による独自の商品・技術開発等を推進し差別化・優位性の強化を図
ります。

② 建設事業は採算性と生産性を重視した取り組みを強化
・建物用途別の売上構成は商業施設７割、マンション他で３割を基本とします。
また潜在需要の見込める内装・リニューアル工事への取り組みを推進してま
いります。
・設計体制の強化（設計力・技術力の底上げ）により設計施工案件の受注増強
を図ります。また、積算部・購買部・技術サポート部の連携を強め、コスト
競争力を高めてまいります。
・生産性向上施策を推進することで品質・安全を確保しつつ事業規模拡大を目
指してまいります。
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③ 不動産事業の拡大
・保有不動産を最適化し収益性を高めてまいります。
・不動産取得を絡めて工事受注を目指す営業手法を強化してまいります。
・新たなスキーム（ＳＰＣ・ＰＦＩ等）の情報収集と取り組みを推進してまい
ります。

④ 新規事業への取り組み ～新たな成長基盤を構築～
・海外事業は、現地ＭＯＵ（協力関係構築に関する覚書）締結企業との関係を
強化しつつ、新たな領域開拓も視野にした市場調査を推進し、現地法令等の
理解深耕から事業化へと進めてまいります。
・建設周辺事業を中心とした業務提携・出資・Ｍ＆Ａを検討してまいります。
・企業グループ化へ向けた体制を整備いたします。

⑤ マネジメント力の向上
・ＥＳＧ投資を意識した経営を推進し企業価値を向上してまいります。
・経営環境の変化に機敏に反応し、迅速に対応できる体制の構築を進めてまい
ります。
・人的資源の最適活用を目指します。（働き方改革の推進、教育による将来を担
う『人財』の育成）
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受注高

第96期
（2021年度）

第93期
（2018年度）

第94期
（2019年度）

第95期
（2020年度）

売上高

第96期
（2021年度）

第93期
（2018年度）

第94期
（2019年度）

第95期
（2020年度）

経常利益

第96期
（2021年度）

第93期
（2018年度）

第94期
（2019年度）

第95期
（2020年度）

当期純利益

第96期
（2021年度）

第93期
（2018年度）

第94期
（2019年度）

第95期
（2020年度）

総資産

第96期
（2021年度）

第93期
（2018年度）

第94期
（2019年度）

第95期
（2020年度）

純資産／１株当たり当期純利益

第96期
（2021年度）

第93期
（2018年度）

第94期
（2019年度）

第95期
（2020年度）

（単位：百万円）

100,558
93,824

3,157

58,669

4,590

19,797

435円79銭435円79銭

93,504
86,513 4,241

2,915

52,717

21,880

435円86銭435円86銭
402円06銭402円06銭 円 銭411円38銭

93,969
83,776

4,636

2,985

57,617

26,798
24,619

84,968 88,624
4,673

3,161

54,028

（5）財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

区 分 第93期
（2018年度）

第94期
（2019年度）

第95期
（2020年度）

第96期（当期）
（2021年度）

受 注 高 100,558 93,504 84,968 93,969
売 上 高 93,824 86,513 88,624 83,776
経 常 利 益 4,590 4,241 4,673 4,636
当 期 純 利 益 3,157 2,915 3,161 2,985
１株当たり当期純利益 435円79銭 402円06銭 435円86銭 411円38銭
総 資 産 58,669 52,717 54,028 57,617
純 資 産 19,797 21,880 24,619 26,798
（注）1．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2．当事業年度より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等
を適用しており、当事業年度の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した
後の数値を記載しております。



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

― 24 ―

（6）重要な親会社及び子会社の状況
該当する事項はありません。

（7）主要な事業内容（2022年３月31日現在）
建設業法による特定建設業者として国土交通大臣許可を受け、建築・土木・内装仕上工
事等の建設事業並びにショッピングセンターやビジネスホテルの賃貸事業等の不動産事
業を行っております。

（8）主要な事業所（2022年３月31日現在）
区 分 事 業 所 名 所 在 地

建 設 事 業

東 京 支 店 東 京 都 港 区

関 西 支 店 大阪府大阪市

九 州 支 店 福岡県福岡市

札 幌 支 店 北海道札幌市

仙 台 営 業 所 宮城県仙台市

名 古 屋 営 業 所 愛知県名古屋市

広 島 営 業 所 広島県広島市

沖 縄 営 業 所 沖縄県那覇市

不 動 産 事 業 赤とんぼ広場ショッピングセンター 兵庫県たつの市

（9）従業員の状況（2022年３月31日現在）
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

645名 ５名増 43.7歳 16.6年

（注）従業員数は就業人員数であります。なお、臨時従業員数は含まれておりません。
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（10）主要な借入先（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,272

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,640

株 式 会 社 東 日 本 銀 行 334

（11）その他会社の現況に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 22,240,000株

（2）発行済株式の総数 7,282,400株
（注）発行済株式総数には自己株式数24,651株を含んでおります。

（3）株 主 数 4,540名

（4）上位10名の株主
株 主 名 持株数（株） 持株比率（％）

株 式 会 社 マ ル ハ ン 2,342,800 32.27
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 578,300 7.96
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 ( 信 託 口 ) 339,500 4.67
全 国 一 栄 会 持 株 会 210,700 2.90
特定有価証券信託受託者 株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 199,200 2.74
BBH LUX/DAIWA SBI LUX FUNDS SICAV-DSBI
JAPAN EQUITY SMALL CAP ABSOLUTE VALUE
（常任代理人 株式会社三井住友銀行）

150,000 2.06

原 久 美 98,400 1.35

竹 内 理 人 84,500 1.16

住 友 不 動 産 株 式 会 社 78,000 1.07

堂 下 裕 章 70,000 0.96

（注）1．持株比率は各株主の持株数の自己株式を除く発行済株式の総数に対する比率を記載しており、
パーセントの数値は小数点第２位未満を切り捨てて表示しております。

2．全国一栄会持株会は当社の取引先企業で構成されている持株会であります。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況
該当する事項はありません。

（6）その他株式に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2022年３月31日現在）

①新株予約権の数 140個
②目的となる株式の種類及び数 普通株式 28,000株（新株予約権１個につき200株）
③当社役員の保有する新株予約権の区分別の内容の概要

回 次 行使価額 行 使 期 間 個 数 保有者数

取 締 役

（監査等委員及び社外取締役を除く）

第４回 1円 自 2005年６月30日
至 2025年６月29日 10個 1名

第５回 1円 自 2007年２月 1 日
至 2027年１月15日 10個 1名

第６回 1円 自 2008年６月25日
至 2027年６月28日 10個 1名

第７回 1円 自 2009年６月25日
至 2028年６月27日 10個 1名

第８回 1円 自 2010年６月25日
至 2029年６月26日 10個 1名

第９回 1円 自 2011年６月27日
至 2030年６月29日 10個 1名

第10回 1円 自 2012年６月25日
至 2031年６月29日 10個 1名

第11回 1円 自 2013年６月24日
至 2032年６月28日 10個 1名

第12回 1円 自 2014年６月23日
至 2033年６月27日 10個 1名

第13回 1円 自 2015年６月25日
至 2034年６月27日 10個 1名

第14回 1円 自 2016年６月23日
至 2035年６月26日 20個 1名

第15回 1円 自 2017年６月26日
至 2036年６月28日 20個 1名

社 外 取 締 役
（監査等委員を除く） 該当する事項はありません。
取 締 役
（監査等委員） 該当する事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付された新株予約権の状況
該当する事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等

氏 名 地 位 及 び 担 当 等 重 要 な 兼 職 の 状 況

長谷川 博 之 代表取締役社長（社長執行役員）

湯ノ口 智 治 取締役（常務執行役員技術本部長）
※磯 野 慶 治 取締役（常務執行役員事業本部長）
※小 谷 実 弦 取締役（執 行 役 員

管理本部長）
藤 田 進 社外取締役 株式会社マルハン

上席執行役員グループユニット経営企画管掌役員

武 内 秀 明 社外取締役
武内法律事務所 所長弁護士
メディアスホールディングス株式会社 社外監査役
株式会社ジールコミュニケーションズ 社外監査役

伊知地 俊 人 社外取締役 株式会社ウィル 取締役会長

※湯 浅 史 朗 取締役（常勤監査等委員）

※初 瀬 貴 社外取締役（監査等委員） ＴＨ総合法律事務所 パートナー弁護士

※井 上 明 子 社外取締役（監査等委員） 西東京いこい法律事務所 代表弁護士
日本フォームサービス株式会社 社外監査役

（注）1．「地位及び担当等」及び「重要な兼職の状況」は2022年３月31日現在で記載しております。
2．当社は、2021年６月25日開催の第95回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置
会社に移行しております。

3．※印の取締役は、2021年６月25日開催の第95回定時株主総会においてあらたに選任され就任い
たしました。

4．当社は、監査等委員会の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員を除く）からの情報収集
及び重要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能
にするため、湯浅史朗氏を常勤監査等委員として選定しております。

5．取締役（常勤監査等委員）湯浅史朗氏は当社及び他社において長期間にわたり財務・経理業務を
担当した経歴を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

6．社外取締役（監査等委員）初瀬貴氏は弁護士として企業法務に精通していることに加えて、Ｍ＆
Ａやファイナンスに関する法律実務にも豊富な経験を有しており、財務及び会計に関する相当程
度の知見を有するものであります。

7．当社は、当社が定めた社外役員の独立性判断基準（17頁及び18頁を参照）を充足する社外取締役
武内秀明氏、社外取締役伊知地俊人氏、社外取締役（監査等委員）初瀬貴氏及び社外取締役（監
査等委員）井上明子氏を独立役員として指定し、東京証券取引所に届け出ております。
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8．上記の表に記載のほか、当事業年度において次の取締役及び監査役が在任しておりましたが、次
のとおり当事業年度中に退任いたしました。

〔氏 名〕 〔退任時の地位〕 〔退任年月日〕 〔退任の理由〕
西 出 英 雄 取 締 役 2021年６月25日 任期満了
佐 々 英 昭 取 締 役 2021年６月25日 任期満了
渡 辺 直 之 監 査 役 2021年６月25日 任期満了
小 川 真 人 監 査 役 2021年６月25日 任期満了
初 瀬 貴 監 査 役 2021年６月25日 任期満了
藤 田 進 取 締 役 2022年３月31日 辞 任

（2）責任限定契約の内容の概要
当社と取締役（業務執行取締役を除く）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づ
く損害賠償責任の限度額は、金300万円または会社法第425条第１項に定める額のいず
れか高い額としております。

（3）補償契約の内容の概要
該当する事項はありません。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、保険会社との間で役員等賠償責任保険契約を締結し、被保険者がその職務の執
行に関し責任を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生
ずることのある損害賠償金や争訟費用等を当該保険契約により塡補することとしており
ます。
当該保険契約の被保険者は、当社の取締役、監査役及び執行役員であり、すべての被保
険者について、その保険料を全額当社が負担しております。
なお、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被
保険者の故意または重大な過失に起因する損害等については塡補の対象外としておりま
す。

（5）会社役員の報酬等に関する事項
①取締役（監査等委員を除く）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
イ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能し、株主利益
とも連動し、かつ、中期経営計画も踏まえた報酬体系を構築すべく、取締役の
個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を指名・報酬委員会に諮問したうえで、
2021年２月26日開催の取締役会において次のとおり決定いたしました。
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ロ．決定方針の内容の概要
（ⅰ）基本方針

当社の取締役の報酬については、持続的な成長に向けた健全なインセンテ
ィブの一つとして機能するよう、当社の業績や経済情勢等と連動した報酬
体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な
水準とすることを基本方針とする。具体的には、あらかじめ報酬算定基準
（業績連動係数テーブルを含む）を定め、当該報酬算定基準に基づき、業務
執行取締役の報酬は、基本報酬と業績連動報酬により構成し、監督機能を
担う社外取締役等の非業務執行取締役の報酬は、その職務に鑑み、基本報
酬のみにより構成するものとする。なお、これらの報酬はいずれも金銭報
酬とする。

（ⅱ）基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数、
個人業績評価に応じて他社水準、従業員給与の水準等を総合的に勘案した
指名・報酬委員会の答申内容を踏まえて決定するものとする。

（ⅲ）業績連動報酬の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針
業績連動報酬は、あらかじめ定めた業績連動係数テーブルを用いて中期経
営計画の該当年度の売上高及び経常利益目標額等の達成率から導き出され
る係数を、役職位別の基準金額に乗じて算定するものとし、前事業年度に
おける業績達成度に応じて業績連動報酬を決定したうえで、月例の報酬と
して支給するものとする。なお、役職位別の基準金額及び業績連動係数テ
ーブルは、中期経営計画の達成状況が報酬に反映されるよう計画策定時等
に、適宜、指名・報酬委員会の答申内容を踏まえて見直しを行うものとす
る。

（ⅳ）金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人
別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
業務執行取締役の基本報酬と業績連動報酬の割合については、当社と同程
度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報
酬水準を踏まえ、業績連動報酬のウェイトが適切な水準となるよう、指
名・報酬委員会において検討を行うものとする。取締役会は、指名・報酬
委員会の答申内容を踏まえて種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別
の報酬等の内容を決定するものとする。
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（ⅴ）取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額については、株主総会において承認された取締役の報酬総
額の範囲内で、指名・報酬委員会の答申内容を踏まえて取締役会において
具体的な報酬額を決定するものとする。

ハ．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取
締役会が判断した理由
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、指名・報酬委員会が原案
について決定方針との整合性を含めた検討を行っているため、取締役会も基本
的に指名・報酬委員会の答申内容を尊重し決定方針に沿うものであると判断し
ております。

②取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
2021年６月25日開催の第95回定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）
の報酬額を年額270百万円以内（うち社外取締役分は年額60百万円以内）、取締役
（監査等委員）の報酬額を年額60百万円以内と決議されております。ただし、当該取
締役（監査等委員を除く）の報酬額には使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は含
まれないこととなっております。なお、当該定時株主総会終結時点における会社役員
の員数は、取締役（監査等委員を除く）が７名（うち社外取締役は３名）、取締役
（監査等委員）が３名（うち社外取締役は２名）であります。

③取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
該当する事項はありません。

④当事業年度に係る会社役員の報酬等の額

区 分 支給人員 報酬等の総額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額
基 本 報 酬 業績連動報酬

取 締 役
（監査等委員を除く） ８名 151百万円 119百万円 32百万円

取 締 役
（監査等委員） ３名 18百万円 18百万円 －

監 査 役 ３名 5百万円 5百万円 －
合 計

（うち社外役員）
13名

（ ５名）
175百万円

（ 22百万円）
143百万円
( 22百万円）

32百万円
－

（注）1．上記の表に記載した報酬等のほかに当事業年度において支払い、または支払う見込みの額が
明らかとなった会社役員の報酬等は、ありません。
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2．当社は、2021年６月25日開催の第95回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会
設置会社に移行しております。

3．当事業年度末日現在の人員は、取締役（監査等委員を除く）が６名（うち社外取締役は２
名）、取締役（監査等委員）が３名（うち社外取締役は２名）であります。

4．上記の監査役のうち１名は、2021年６月25日開催の第95回定時株主総会終結の時をもって
監査役を退任した後、新たに取締役（監査等委員）に就任したため、支給人員、報酬等の総
額及び報酬等の種類別の総額につきましては、監査役在任期間分は監査役に、取締役（監査
等委員）在任期間分は取締役（監査等委員）に含めて記載しております。なお、合計欄は実
際の支給人員数を記載しております。

5．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
6．当社は、会社業績向上に対する意識向上のため、業績連動報酬を採用しており、その詳細に
つきましては、「業績連動報酬の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針」（30頁
を参照）に記載のとおりです。なお、上記の表に記載の業績連動報酬の額は、中期経営計画
に定める前事業年度（第95期）に係る売上高の目標額（88,000百万円）及び経常利益目標
額（4,240百万円）に対する「財産及び損益の状況の推移」（23頁を参照）に記載の同事業年
度に係る売上高及び経常利益の実績により算定しております。
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（6）社外役員に関する事項
①当事業年度における主な活動状況
イ．社外取締役（監査等委員を除く）に関する事項

氏 名 主な活動状況と社外取締役（監査等委員を除く）が
果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

藤 田 進

2022年３月31日に取締役を退任されるまでに16回開催された取締役会、
8回開催された経営会議、4回開催された指名･報酬委員会のすべてに出席
し、主に経営戦略の立案・遂行に関する長い経験と経営者としての視点か
ら、当社の経営計画の策定等に関する適切な助言のほか、経営陣幹部の後
継者計画を含む当社のガバナンス体制の向上に向けた意見表明を行ってお
ります。

武 内 秀 明

16回開催された取締役会、8回開催された経営会議及び4回開催された指
名･報酬委員会のすべてに出席し、主に経験豊富な法律の専門家としての
視点から、当社経営陣の業務執行に関する適切な助言のほか、指名･報酬
委員会の委員長としての経営陣幹部の指名及び報酬に関する取締役会への
答申を主導しております。

伊知地 俊 人

16回開催された取締役会、8回開催された経営会議及び4回開催された指
名･報酬委員会のすべてに出席し、主に不動産関連の実務に関する長い経
験と経営者の視点から、当社の不動産事業の展開を含む経営計画の策定等
に関する適切な助言のほか、経営陣幹部の後継者計画を含む当社のガバナ
ンス体制の向上に向けた意見表明を行っております。

ロ．社外取締役（監査等委員）に関する事項
氏 名 主 な活動状況と社 外 取 締 役 （監 査 等 委 員） が

果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

初 瀬 貴

2021年６月25日に監査役を退任されるまでに3回開催された取締役会及
び4回開催された監査役会、2021年６月25日の取締役就任後13回開催さ
れた取締役会、10回開催された監査等委員会及び3回開催された指名･報
酬委員会のすべてに出席し、主に企業法務に精通した弁護士としての経験
に基づく視点から適宜発言を行っております。

井 上 明 子
2021年６月25日の取締役就任後13回開催された取締役会、10回開催さ
れた監査等委員会及び3回開催された指名･報酬委員会のすべてに出席し、
主に弁護士としての豊富な経験に基づく視点から適宜発言を行っておりま
す。
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②社外役員の重要な兼職先である他の法人等と当社の関係
イ．社外取締役藤田進氏が上席執行役員グループユニット経営企画管掌役員を兼任し
ておりました株式会社マルハンは、議決権比率にして32.39％に相当する当社株
式を保有しており、当社は同社の関連会社であります。また、当社と同社の間に
は建設工事の取引関係があります。

ロ．社外取締役武内秀明氏が所長弁護士を兼任している武内法律事務所、同氏が社外
監査役を兼任しているメディアスホールディングス株式会社及び株式会社ジール
コミュニケーションズと当社の間には、資本関係や取引関係を含め、何ら関係は
ありません。

ハ．社外取締役伊知地俊人氏が取締役会長を兼任している株式会社ウィルと当社の間
には、資本関係や取引関係を含め、何ら関係はありません。

ニ．社外取締役（監査等委員）初瀬貴氏がパートナー弁護士を兼任しているＴＨ総合
法律事務所と当社の間には、資本関係や取引関係を含め、何ら関係はありませ
ん。

ホ．社外取締役（監査等委員）井上明子氏が代表弁護士を兼任している西東京いこい
法律事務所、同氏が社外監査役を兼任している日本フォームサービス株式会社と
当社の間には、資本関係や取引関係を含め、何ら関係はありません。

③次の項目には社外役員全員につき該当する事項はありません。
イ．当社または当社の主要取引先等特定関係事業者の業務執行者または役員（業務執
行者であるものを除く）との親族関係

ロ．「当事業年度における主な活動状況」のうち、「社外役員の意見により変更された
事業方針等」及び「不当または不正な業務執行（重要でないものを除く）が行わ
れたときの予防行為及び発生後の対応行為」

ハ．当社の親会社または当該親会社（親会社がない場合は当社）の子会社から当事業
年度において役員として受けた報酬等の額

（7）その他会社役員に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人
（注）2021年６月25日開催の第95回定時株主総会において太陽有限責任監査法人が選任されたことに

伴い、当社の会計監査人であった有限責任監査法人トーマツは退任いたしました。

（2）会計監査人の報酬等の額
支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 37百万円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 37百万円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。

（3）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額について監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、会計監査人からの監査計画の聴取や社内関係部署から提供された参考
資料を通じて、会計監査人の監査計画の内容並びに監査時間、人員計画の相当性などを
確認するとともに、過年度の報酬額とその算出根拠並びに同規模の同業他社の事例等を
参考とするなどして協議の結果、当期の会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第
１項の同意を行ったものであります。

（4）非監査業務の内容
該当する事項はありません。

（5）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、原則として、会計監査人が会社法第340条第１項の各号のいずれかに
該当する場合、もしくは会社法、公認会計士法等の法令違反により懲戒処分等、監督官
庁から重大な処分を受けた場合には、これを解任する決議を行うほか、監査品質の状
況、監査品質確保の体制、監査人の独立性確保の体制等、監査の適正性を確保するため
の諸要素を総合的に勘案して、会計監査人がその任務を適切に遂行することが困難と認
められる場合には、会計監査人の解任もしくは不再任に関する議案を株主総会に提出す
ることを決議するものとします。
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（6）責任限定契約の内容の概要
該当する事項はありません。

（7）補償契約の内容の概要
該当する事項はありません。

（8）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
該当する事項はありません。
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計算書類
貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部

（ 48,324 ）
11,657
5,509
2,284
25,341
2,216
919
125
101
176
△6

（ 9,292 ）
5,894
1,272
17
3
88

4,507
6

127
97
29

3,270
1,468

0
0
9

1,211
402
178
△0

負 債 の 部
流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
完 成 工 事 未 収 入 金 等
販 売 用 不 動 産
未 成 工 事 支 出 金
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 ・ 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

流 動 負 債 （ 24,613 ）
支 払 手 形 525
電 子 記 録 債 務 6,319
工 事 未 払 金 11,225
短 期 借 入 金 1,534
リ ー ス 債 務 5
未 払 金 261
未 払 費 用 132
未 払 法 人 税 等 875
未 払 消 費 税 等 512
未 成 工 事 受 入 金 2,289
預 り 金 57
完 成 工 事 補 償 引 当 金 133
工 事 損 失 引 当 金 144
賞 与 引 当 金 569
そ の 他 25
固 定 負 債 （ 6,206 ）
長 期 借 入 金 4,363
リ ー ス 債 務 1
退 職 給 付 引 当 金 1,543
長 期 未 払 金 9
長 期 預 り 金 288
負 債 合 計 30,819

純 資 産 の 部
株 主 資 本 （ 26,456 ）
資 本 金 4,329
資 本 剰 余 金 214
資 本 準 備 金 214
利 益 剰 余 金 21,939
利 益 準 備 金 498
そ の 他 利 益 剰 余 金 21,441
繰 越 利 益 剰 余 金 21,441

自 己 株 式 △26
評 価 ・ 換 算 差 額 等 （ 318 ）
その他有価証券評価差額金 318
新株予約権 （ 22 ）
純 資 産 合 計 26,798

資 産 合 計 57,617 負 債 純 資 産 合 計 57,617
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損 益 計 算 書
(自至 2021

2022
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日) （単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高
完 成 工 事 高 83,316
不 動 産 事 業 売 上 高 459 83,776

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 76,114
不 動 産 事 業 売 上 原 価 274 76,389

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 7,202
不 動 産 事 業 総 利 益 185 7,387

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,712
営 業 利 益 4,674
営 業 外 収 益
受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 26
還 付 加 算 金 0
受 取 保 険 金 13
雑 収 入 14 54

営 業 外 費 用
支 払 利 息 78
手 形 売 却 損 5
支 払 手 数 料 9
雑 支 出 0 92

経 常 利 益 4,636
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 125 125
特 別 損 失
減 損 損 失 544 544
税 引 前 当 期 純 利 益 4,217
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,558
法 人 税 等 調 整 額 △326 1,231
当 期 純 利 益 2,985
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監査報告書
会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2022年５月13日
株式会社 イ チ ケ ン
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齋 藤 哲 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 村 大 司 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社イチケンの2021年４月１日から
2022年３月31日までの第96期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としての
その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検
討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業
に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等
に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等
の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減する
ためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2021年４月1日から2022年３月31日までの第96期事業年度における取締役の職務の
執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容
並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明すると
ともに、新型コロナウイルス感染症予防の観点から、インターネット経由によるWEB会議システムも
活用しながら、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、毎月定期的に監査等委員会を開催し、

監査等委員間で意見交換を行うほか、会社の内部監査部門と連携の上、重要な会議に出席し、取
締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第
131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(2005年10月28日企業会計審議会)等に
従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
(1)事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。
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(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月16日

株式会社イチケン 監査等委員会

常勤監査等委員 湯 浅 史 朗 ㊞

監 査 等 委 員 初 瀬 貴 ㊞

監 査 等 委 員 井 上 明 子 ㊞

(注)１．監査等委員初瀬貴及び井上明子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役
であります。

２．当社は、2021年６月25日開催の第95回定時株主総会の決議により、同日付で監査役会設置会社か
ら監査等委員会設置会社に移行しましたが、2021年４月１日から同年６月25日の定時株主総会終
結の時までは、監査役が会社法に従いその職務を行いました。監査等委員会は、当該期間の監査役
が実施した監査内容を引継ぎ、その内容を確認のうえ当事業年度の監査報告といたしております。

以 上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
会 場：東京都港区芝公園一丁目５番10号

芝パークホテル ２階 「ローズ」

〔交通〕電車のご利用案内
JR浜松町駅（北口）・モノレール浜松町駅（中央口）より徒歩８分
都営地下鉄三田線御成門駅（Ａ２出口）より徒歩２分
都営地下鉄浅草線・大江戸線大門駅（Ａ６出口）より徒歩４分


